
市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表((((平成平成平成平成19191919年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算))))奈良県 川西町奈良県 川西町奈良県 川西町奈良県 川西町 人 口面 積歳入総額歳出総額実質収支 9,0205.943,535,6973,466,45057,380 人(H20.3.31現在)ｋ㎡千円千円千円財政力財政力財政力財政力財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数 [0.52][0.52][0.52][0.52]
類似団体内順位[ 27/79 ] 全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均0.550.550.550.55奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均0.440.440.440.440.000.501.001.502.00 0.191.720.53類似団体内最大値類似団体内最小値類似団体内平均値 0.52 川西町の比率財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率 [103.3%][103.3%][103.3%][103.3%]
類似団体内順位[ 78/79 ] 全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均92.092.092.092.0奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均98.698.698.698.6(%)

110.0100.090.080.070.060.050.0 105.055.889.1 103.3人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの適正度適正度適正度適正度人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額 [[[[145145145145,,,,116116116116円円円円]]]]
類似団体内順位[ 18/79 ] 全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均116,898116,898116,898116,898奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均121,864121,864121,864121,864(円)

500,000400,000300,000200,000100,0000 362,144104,295178,295 145,116 給与水準給与水準給与水準給与水準のののの適正度   適正度   適正度   適正度   （（（（国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較））））ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数 [91.2][91.2][91.2][91.2]
類似団体内順位[ 31/79 ] 全国市平均全国市平均全国市平均全国市平均97.097.097.097.0全国町村平均全国町村平均全国町村平均全国町村平均93.293.293.293.2105.0100.095.090.085.080.0 100.784.292.4 91.2 定員管理定員管理定員管理定員管理のののの適正度適正度適正度適正度人口人口人口人口1111,,,,000000000000人当人当人当人当たりたりたりたり職員数職員数職員数職員数 [[[[11111111....31313131人人人人]]]]

類似団体内順位[ 30/79 ] 全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均7.827.827.827.82奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均8.738.738.738.73(人)
30.0025.0020.0015.0010.005.00 23.967.9212.36 11.31

公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの健全度健全度健全度健全度実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率 [19.0%][19.0%][19.0%][19.0%]
類似団体内順位[ 63/79 ] 全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均12.312.312.312.3奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均14.614.614.614.6(%)

40.030.020.010.00.0 30.14.014.9 19.0
将来負担将来負担将来負担将来負担のののの健全度健全度健全度健全度人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり地方債現在高地方債現在高地方債現在高地方債現在高 [[[[598598598598,,,,359359359359円円円円]]]]

類似団体内順位[ 43/79 ] 全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均446,922446,922446,922446,922奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均495,751495,751495,751495,751(円)
2,500,0002,000,0001,500,0001,000,000500,0000 1,822,41597,559610,614 598,359

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力財政力財政力財政力財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの適正度適正度適正度適正度給与水準給与水準給与水準給与水準のののの適正度適正度適正度適正度   （   （   （   （国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較）））） 定員管理定員管理定員管理定員管理のののの適正度適正度適正度適正度公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの健全度健全度健全度健全度将来負担将来負担将来負担将来負担のののの健全度健全度健全度健全度類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均
川西町川西町川西町川西町※※※※類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均をををを100100100100としたとしたとしたとした　　　　ときのときのときのときの比率比率比率比率でででで表表表表したしたしたした。。。。※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、　当該団体と同じグループに属する団体を言う。※平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない　団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。※ラスパイレス指数及び人口1,000人当たり職員数については、平成19年地方公務員給与　実態調査に基づくものである。なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、　当該項目に係るデータのグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

40404040以下以下以下以下6060606080808080100100100100120120120120140140140140以上以上以上以上

分析欄分析欄分析欄分析欄政力指数類似団体平均より０．１ポイント低い０．５２で全国市町村平均より０．０２低くなっている。少子高齢化や人口減少による納税義務者の減少に加え、景気の低迷等により町税収入が伸び悩んでいる。収納率向上事業により財源の確保に努め、また、法人町民税の税率は平成１９年４月から超過税率（１４．７％）を採用し歳入の確保に努めている。経常収支比率前年度に比べ２．５ポイント改善し１０３．３となった。ここ数年類似団体平均、全国・奈良県市町村平均よりも大きく上回っている。集中改革プランに基づき歳出の削減を図っていいるが、地方交付税等一般財源が削減額を上回って減少しているため１００前後で推移している。今後とも集中改革プラン数値目標に基づき義務的経費の削減に努め、収入については、町税等の収納率向上事業により自主財源の確保に努める。人件費・物件費の適正度人件費では人口一人当たり決算額及び人口千人当たり職員数は類似団体平均よりそれぞれ７．４％、１．１％低くなっている。また、物件費においても、類似団体よりも、需用費などの経費については、２５～８０％低くなっている。今後も経費の削減に努め、電算機更新期間の延長や、清掃業務に引き続き施設管理委託業務の競争入札の導入など集中改革プランに基づき経費の削減を図る。 ラスパイレス指数類似団体・全国町村平均より低い数値となっている。今後も第２次定員適正化計画及び集中改革プランに基づき人件費の抑制に努める。将来負担の健全度人口１人当たり地方債現在高は５９８，３５９円と類似団体平均より１２，２５５円低くとなっているが、全国・県内市町村平均より１０万円前後高くなっており、平成１９年度～２１年度において、金利６％以上の起債について補償金免除繰上償還を実施し公債費の削減に努める。公債費負担の健全度実質公債費比率は１９．０％であるが、今後上昇するものと思われ前述の補償金免除繰上償還で公債費の削減に努め及び公債費特定財源（住宅新築資金返戻金、住宅家賃など）の確保に努める。定員管理の適正度人口千人あたり職員数類似団体平均より約１人少ないが、民生関係の施設が多く全国・県内市町村平均より約３人多くなっている。今後も第２次定員適正化計画（平成１８年４月から平成２２年４月までの期間で１０名削減）に基づき定員の適正化に勤める。



歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表((((平成平成平成平成19191919年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算))))
奈良県 川西町奈良県 川西町奈良県 川西町奈良県 川西町経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率のののの分析分析分析分析 人 口面 積歳入総額歳出総額実質収支 9,0205.943,535,6973,466,45057,380 人(H20.3.31現在)ｋ㎡千円千円千円当　該　団　体　値類似団体内平均値類似団体内最大値類似団体内最小値経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率（（（（合計合計合計合計）））） HHHH19191919類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位78/7978/7978/7978/79全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均92.092.092.092.0奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均98.698.698.698.6

(%)
40.060.080.0100.0120.0 55.855.855.855.8105.0105.0105.0105.089.189.189.189.189.189.189.189.187.987.987.987.990.790.790.790.786.786.786.786.7 H19H18H17H16H15 103.3103.3103.3103.3105.8105.8105.8105.896.796.796.796.7101.9101.9101.9101.992.692.692.692.6

人件費人件費人件費人件費 HHHH19191919類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位62/7962/7962/7962/79全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均28.028.028.028.0奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均30.930.930.930.9
(%)

10.020.030.040.0
50.0 17.817.817.817.837.737.737.737.727.727.727.727.728.828.828.828.829.729.729.729.730.830.830.830.828.628.628.628.6 H19H18H17H16H15 32.532.532.532.534.034.034.034.032.032.032.032.033.833.833.833.830.130.130.130.1 物件費物件費物件費物件費 HHHH19191919類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位46/7946/7946/7946/79全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均13.113.113.113.1奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均15.015.015.015.0

(%)
0.05.010.015.020.0
25.0 4.94.94.94.921.421.421.421.411.911.911.911.912.012.012.012.012.812.812.812.812.212.212.212.212.012.012.012.0 H19H18H17H16H15 12.312.312.312.313.613.613.613.613.313.313.313.316.116.116.116.114.714.714.714.7

扶助費扶助費扶助費扶助費 HHHH19191919類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位35/7935/7935/7935/79全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均8.88.88.88.8奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均7.57.57.57.5
(%)

0.02.04.06.08.0
10.0 1.61.61.61.67.97.97.97.93.43.43.43.43.23.23.23.23.03.03.03.03.63.63.63.63.03.03.03.0 H19H18H17H16H15 3.23.23.23.22.92.92.92.92.42.42.42.42.42.42.42.41.91.91.91.9

そのそのそのその他他他他 HHHH19191919類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位38/7938/7938/7938/79全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均11.411.411.411.4奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均12.112.112.112.1
(%)

0.06.012.018.024.0
30.0 4.14.14.14.124.324.324.324.311.711.711.711.710.810.810.810.810.110.110.110.110.010.010.010.09.49.49.49.4 H19H18H17H16H15 11.211.211.211.210.810.810.810.87.77.77.77.78.38.38.38.37.37.37.37.3

補助費等補助費等補助費等補助費等 HHHH19191919類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位49/7949/7949/7949/79全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均10.410.410.410.4奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均8.78.78.78.7
(%)0.010.020.030.040.0 3.83.83.83.833.733.733.733.714.514.514.514.514.314.314.314.314.114.114.114.116.016.016.016.015.315.315.315.3 H19H18H17H16H15 15.215.215.215.215.815.815.815.815.515.515.515.516.416.416.416.415.915.915.915.9

公債費公債費公債費公債費 HHHH19191919類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位75/7975/7975/7975/79全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均20.320.320.320.3奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均24.424.424.424.4
(%)0.010.020.030.040.050.0 4.24.24.24.240.140.140.140.119.919.919.919.920.020.020.020.018.218.218.218.218.118.118.118.118.418.418.418.4 H19H18H17H16H15 28.928.928.928.928.728.728.728.725.825.825.825.824.924.924.924.922.722.722.722.7

公債費以外公債費以外公債費以外公債費以外 HHHH19191919類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位56/7956/7956/7956/79全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均71.771.771.771.7奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均74.274.274.274.2
(%)

40.050.060.070.080.090.0
100.0 45.545.545.545.586.486.486.486.469.269.269.269.269.169.169.169.169.769.769.769.772.672.672.672.668.368.368.368.3 H19H18H17H16H15 74.474.474.474.477.177.177.177.170.970.970.970.977.077.077.077.069.969.969.969.9経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率（（（（合計合計合計合計））））人件費人件費人件費人件費物件費物件費物件費物件費扶助費扶助費扶助費扶助費 そのそのそのその他他他他 補助費等補助費等補助費等補助費等公債費公債費公債費公債費公債費以外公債費以外公債費以外公債費以外類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均

川西町川西町川西町川西町※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政　　構造に弾力性があることを示している。　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
40404040以下以下以下以下6060606080808080100100100100120120120120140140140140以上以上以上以上

分析欄分析欄分析欄分析欄経常収支比率：前年度に比べ２．５ポイント改善し１０３．３となった。ここ数年類似団体平均、全国・奈良県市町村平均よりも大きく上回っている。集中改革プランに基づき歳出の削減を図っているが、地方交付税等一般財源が削減額を上回って減少しているため１００前後で推移している。今後とも集中改革プラン数値目標に基づき義務的経費の削減に努め、収入については、町税等の収納率向上事業により自主財源の確保に努める。人件費：人件費に係る経常収支比率は３２．５％と類似団体平均、全国・奈良県市町村平均よりも４．５％、１.６％高くなっているが、人口一人当たり決算額及び人口千人当たり職員数は類似団体平均より７．4％低くなっており、またラスパイレス指数も１．1％低い状況にある。今後も第２次定員適正化計画及び集中改革プランに基づき人件費の抑制に強める。物件費：物件費に係る経常収支比率は１２．３％と類似団体平均、０．４％高いが、全国市町村平均よりも０．８％低く、奈良県市町村平均よりも２．７％低くなっている。また、物件費の賃金など各項目人口一人当たり決算額については、類似団体よりも２５～８０％低くなっている。今後も経費の削減に努め、電算機更新期間の延長や、清掃業務に引き続き施設管理委託業務の競争入札の導入など集中改革プランに基づき経費の削減を図る。扶助費：扶助費に係る経常収支比率は３．２％と類似団体平均、全国・奈良県市町村平均よりも低い状況にある。今後も資格審査等の適正化に努める。公債費：起債の発行については極力交付税算入のあるものを発行してきたが、公債費に係る経常収支比率は類似団体平均、全国・奈良県市町村平均よりも３～５％高くなっている。今後も、公債費特定財源（住宅新築資金返戻金、住宅家賃など）の確保に努める。また、平成１９年度から２１年度において金利６％以上の起債について補償金免除繰上償還を実施し公債費の削減に努める。補助費等：補助費等に係る経常収支比率は１５．２％と類似団体平均、全国・奈良県市町村平均よりも１～７％高くなっている。集中改革プランに基づき町行政の責任分野、経費負担のあり方、行政効果等を再点検し、個人給付に係るもの、団体運営補助に係るものについては、廃止する方向で見直し、事業補助等に切り替える。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析 人件費及び人件費に準ずる費用 人口1人当たり決算額当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）人件費 904,833 100,314 108,310 ▲ 7.4賃金（物件費） 12,513 1,387 7,093 ▲ 80.4一部事務組合負担金（補助費等） 165,768 18,378 15,722 16.9公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） 7,110 788 1,203 ▲ 34.5公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） - - 4,713 -事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 19,943 2,211 2,346 ▲ 5.8▲退職金 ▲ 49,888 ▲ 5,531 ▲ 10,690 ▲ 48.3合計 1,060,279 117,548 128,696 ▲ 8.7参考 当該団体 類似団体平均 対比（差引）人口1,000人当たり職員数（人） 11.31 12.36 ▲ 1.05ラスパイレス指数 91.2 92.4 ▲ 1.2ラスパイレス指数及び職員数に係る項目については、平成19年地方公務員給与実態調査に基づくものである（以降の項目について同じ。）。なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、当該項目を「-」としている。
公債費及び公債費に準ずる費用の分析 公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素） 人口1人当たり決算額当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）公債費充当一般財源等額（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。） 740,194 82,061 68,793 19.3満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの（年度割相当額）等 - - - -公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 134,026 14,859 15,674 ▲ 5.2一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又は負担金に充当する一般財源等額 44,409 4,923 8,188 ▲ 39.9債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する一般財源等額 1,633 181 2,841 ▲ 93.6一時借入金利子（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く） - - 44 -▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額 ▲ 459,224 ▲ 50,912 ▲ 53,492 ▲ 4.8合計 461,038 51,113 42,048 21.6平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない団体については、「-」としている（以降の項目について同じ。）。

当該団体決算額（千円）

当該団体決算額（千円）

歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表((((平成平成平成平成19191919年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算))))
奈良県 川西町奈良県 川西町奈良県 川西町奈良県 川西町

※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移(%) 実質公債費比率起債制限比率0.05.010.0
15.020.025.0 14.8

H1911.3H188.5H177.3H166.8H15
19.017.414.6

人口1人当たり決算額(円)

0100,000200,000300,000400,000 当該団体値類似団体内平均値類似団体内最大値類似団体内最小値81,378
312,731
128,696117,548

人口1人当たり決算額(円)
020,00040,00060,00080,000100,000120,000 当該団体値類似団体内平均値類似団体内最大値類似団体内最小値6,577

92,691
42,04851,113



普通建設事業費の分析 普通建設事業費 当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)727,485 78,427 41.9 90,483 ▲ 13.2 55.1うち単独分 376,064 40,542 10.6 53,087 ▲ 14.5 25.1767,948 83,791 6.8 79,422 ▲ 12.2 19.0うち単独分 631,154 68,866 69.9 49,130 ▲ 7.5 77.4332,801 36,166 ▲ 56.8 102,700 29.3 ▲ 86.1うち単独分 145,270 15,787 ▲ 77.1 59,429 21.0 ▲ 98.1250,915 27,525 ▲ 23.9 87,174 ▲ 15.1 ▲ 8.8うち単独分 142,192 15,598 ▲ 1.2 48,477 ▲ 18.4 17.2283,197 31,397 14.1 86,616 ▲ 0.6 14.7うち単独分 272,430 30,203 93.6 49,776 2.7 90.9過去５年間平均 472,469 51,461 ▲ 3.6 89,279 ▲ 2.4 ▲ 1.2うち単独分 313,422 34,199 19.2 51,980 ▲ 3.3 22.5

当該団体決算額（千円） 人口１人当たり決算額
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人口1人当たり決算額の推移
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当該団体値 類似団体平均値


